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○栃木県県税条例施行規則の一部改正

栃 木 県 規 則 第 二 十 六 号

栃 木 県 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 県 税 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 七 年 栃 木 県 規 則 第 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 収 納 の 事 務 を 委 託 す る こ と が で き る 基 準 ） （ 収 納 の 事 務 を 委 託 す る こ と が で き る 基 準 ）

第 五 条 地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 二 年 政 令 第 十 第 五 条 地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 二 年 政 令 第 十

六 号 ） 第 百 五 十 八 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 規 則 で 六 号 ） 第 百 五 十 八 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 規 則 で

定 め る 基 準 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。 定 め る 基 準 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。

一 委 託 す る 事 務 又 は こ れ に 類 す る 事 務 に つ い て 一 地 方 公 共 団 体 の 公 金 又 は 電 気 、 ガ ス 若 し く は

相 当 の 知 識 及 び 経 験 を 有 し て い る こ と 。 水 道 水 の 供 給 に 係 る 経 費 そ の 他 こ れ ら に 類 す る

経 費 の 収 納 の 事 務 を 受 託 し た 実 績 が あ る こ と 。

二 ・ 三 略 二 ・ 三 略

（ 始 動 票 札 の 交 付 ）

第 十 五 条 か ら 第 十 七 条 ま で 削 除 第 十 五 条 条 例 第 百 二 条 の 十 （ 条 例 第 百 十 条 第 五 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 知

事 の 指 定 を 受 け た 者 （ 以 下 こ の 条 か ら 第 十 七 条 ま

で に お い て 「 指 定 人 」 と い う 。 ） は 、 条 例 第 百 二

条 の 九 及 び 第 百 十 条 第 三 項 に 規 定 す る 収 納 計 器

（ 以 下 こ の 条 か ら 第 十 七 条 ま で に お い て 「 収 納 計

器 」 と い う 。 ） を 使 用 す る 前 に 、 自 動 車 税 事 務 所

長 か ら 当 該 収 納 計 器 を 始 動 す る た め に 必 要 な 票 札

（ 次 項 に お い て 「 始 動 票 札 」 と い う 。 ） の 交 付 を

受 け な け れ ば な ら な い 。

２ 指 定 人 は 、 前 項 に 規 定 す る 始 動 票 札 の 交 付 を 受

け よ う と す る と き は 、 収 納 計 器 に よ り 表 示 し よ う

と す る 自 動 車 取 得 税 又 は 自 動 車 税 に 係 る 栃 木 県 納

税 証 紙 の 額 面 金 額 の 合 計 額 に 相 当 す る 金 額 を 、 現

金 払 込 書 に よ り 県 の 指 定 金 融 機 関 に 払 い 込 ま な け

れ ば な ら な い 。

（ 納 税 証 紙 印 の 押 印 等 ）

第 十 六 条 指 定 人 は 、 納 付 す べ き 自 動 車 取 得 税 又 は

自 動 車 税 の 額 を 表 示 し た 条 例 第 百 二 条 の 九 及 び 第

百 十 条 第 三 項 の 納 税 証 紙 印 を 、 納 税 者 が 提 示 し た

申 告 書 又 は 修 正 申 告 書 の 納 税 証 紙 表 示 欄 に 押 印 し

な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 納 税

証 紙 印 の 押 印 を も っ て 、 指 定 人 が 当 該 納 税 証 紙 印

の 表 示 し た 額 に 相 当 す る 額 の 栃 木 県 納 税 証 紙 を 売

り さ ば い た も の と み な す 。

（ 収 納 計 器 の 取 扱 手 数 料 の 交 付 ）
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○栃木県県税条例施行規則の一部改正

栃 木 県 規 則 第 二 十 六 号

栃 木 県 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 県 税 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 七 年 栃 木 県 規 則 第 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 収 納 の 事 務 を 委 託 す る こ と が で き る 基 準 ） （ 収 納 の 事 務 を 委 託 す る こ と が で き る 基 準 ）

第 五 条 地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 二 年 政 令 第 十 第 五 条 地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 二 年 政 令 第 十

六 号 ） 第 百 五 十 八 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 規 則 で 六 号 ） 第 百 五 十 八 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 規 則 で

定 め る 基 準 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。 定 め る 基 準 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。

一 委 託 す る 事 務 又 は こ れ に 類 す る 事 務 に つ い て 一 地 方 公 共 団 体 の 公 金 又 は 電 気 、 ガ ス 若 し く は

相 当 の 知 識 及 び 経 験 を 有 し て い る こ と 。 水 道 水 の 供 給 に 係 る 経 費 そ の 他 こ れ ら に 類 す る

経 費 の 収 納 の 事 務 を 受 託 し た 実 績 が あ る こ と 。

二 ・ 三 略 二 ・ 三 略

（ 始 動 票 札 の 交 付 ）

第 十 五 条 か ら 第 十 七 条 ま で 削 除 第 十 五 条 条 例 第 百 二 条 の 十 （ 条 例 第 百 十 条 第 五 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 知

事 の 指 定 を 受 け た 者 （ 以 下 こ の 条 か ら 第 十 七 条 ま

で に お い て 「 指 定 人 」 と い う 。 ） は 、 条 例 第 百 二

条 の 九 及 び 第 百 十 条 第 三 項 に 規 定 す る 収 納 計 器

（ 以 下 こ の 条 か ら 第 十 七 条 ま で に お い て 「 収 納 計

器 」 と い う 。 ） を 使 用 す る 前 に 、 自 動 車 税 事 務 所

長 か ら 当 該 収 納 計 器 を 始 動 す る た め に 必 要 な 票 札

（ 次 項 に お い て 「 始 動 票 札 」 と い う 。 ） の 交 付 を

受 け な け れ ば な ら な い 。

２ 指 定 人 は 、 前 項 に 規 定 す る 始 動 票 札 の 交 付 を 受

け よ う と す る と き は 、 収 納 計 器 に よ り 表 示 し よ う

と す る 自 動 車 取 得 税 又 は 自 動 車 税 に 係 る 栃 木 県 納

税 証 紙 の 額 面 金 額 の 合 計 額 に 相 当 す る 金 額 を 、 現

金 払 込 書 に よ り 県 の 指 定 金 融 機 関 に 払 い 込 ま な け

れ ば な ら な い 。

（ 納 税 証 紙 印 の 押 印 等 ）

第 十 六 条 指 定 人 は 、 納 付 す べ き 自 動 車 取 得 税 又 は

自 動 車 税 の 額 を 表 示 し た 条 例 第 百 二 条 の 九 及 び 第

百 十 条 第 三 項 の 納 税 証 紙 印 を 、 納 税 者 が 提 示 し た

申 告 書 又 は 修 正 申 告 書 の 納 税 証 紙 表 示 欄 に 押 印 し

な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 納 税

証 紙 印 の 押 印 を も っ て 、 指 定 人 が 当 該 納 税 証 紙 印

の 表 示 し た 額 に 相 当 す る 額 の 栃 木 県 納 税 証 紙 を 売

り さ ば い た も の と み な す 。

（ 収 納 計 器 の 取 扱 手 数 料 の 交 付 ）
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第 十 七 条 知 事 は 、 指 定 人 に 対 し 、 自 動 車 取 得 税 及

び 自 動 車 税 に 係 る 収 納 計 器 の 取 扱 手 数 料 を 交 付 す

る 。

２ 前 項 の 規 定 に よ り 交 付 す る 取 扱 手 数 料 の 額 は 、

当 該 年 度 内 に お い て 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 区 分 に

よ っ て 指 定 人 が 第 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 県 の

指 定 金 融 機 関 に 払 い 込 ん だ 金 額 の 累 計 額 を 区 分

し 、 当 該 区 分 に 応 ず る 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 率 を 順

次 適 用 し て 計 算 し た 金 額 の 合 計 額 と す る 。

五 千 万 円 以 下 の 金 額 百 分 の 一 ・ 五

五 千 万 円 を 超 え 一 億 五 千 万 円 百 分 の 一

以 下 の 金 額

一 億 五 千 万 円 を 超 え 四 億 円 以 百 分 の 〇 ・ 五

下 の 金 額

四 億 円 を 超 え る 金 額 百 分 の 〇 ・ 三 五

（ 文 書 等 の 様 式 ） （ 文 書 等 の 様 式 ）

第 二 十 四 条 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 文 書 等 の 様 式 第 二 十 四 条 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 文 書 等 の 様 式

は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る と こ ろ に よ る 。 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る と こ ろ に よ る 。

文 書 等 の 種 類 様 式 文 書 等 の 種 類 様 式

一 ～ 八 十 九 の 三 略 一 ～ 八 十 九 の 三 略

八 十 九 の 四 削 除 八 十 九 の 四 栃 木 県 納 税 別 記 様 式 第 八 十 九 号

証 紙 印 （ 条 例 第 百 二 条 の 四

の 九 及 び 条 例 第 百 十 条

第 三 項 の 規 定 に よ る 納

税 証 紙 印 ）

八 十 九 の 五 略 八 十 九 の 五 略

八 十 九 の 六 及 び 八 十 九 の 八 十 九 の 六 栃 木 県 証 紙 別 記 様 式 第 八 十 九 号

七 削 除 代 金 収 納 計 器 始 動 票 札 の 六

（ 第 十 五 条 第 一 項 の 規

定 に よ る 票 札 ）

八 十 九 の 七 誤 表 示 印 別 記 様 式 第 八 十 九 号

の 七

八 十 九 の 八 ～ 百 四 十 略 八 十 九 の 八 ～ 百 四 十 略

別 記 様 式 第 三 十 三 号 中
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第 十 七 条 知 事 は 、 指 定 人 に 対 し 、 自 動 車 取 得 税 及

び 自 動 車 税 に 係 る 収 納 計 器 の 取 扱 手 数 料 を 交 付 す

る 。

２ 前 項 の 規 定 に よ り 交 付 す る 取 扱 手 数 料 の 額 は 、

当 該 年 度 内 に お い て 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 区 分 に

よ っ て 指 定 人 が 第 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 県 の

指 定 金 融 機 関 に 払 い 込 ん だ 金 額 の 累 計 額 を 区 分

し 、 当 該 区 分 に 応 ず る 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 率 を 順

次 適 用 し て 計 算 し た 金 額 の 合 計 額 と す る 。

五 千 万 円 以 下 の 金 額 百 分 の 一 ・ 五

五 千 万 円 を 超 え 一 億 五 千 万 円 百 分 の 一

以 下 の 金 額

一 億 五 千 万 円 を 超 え 四 億 円 以 百 分 の 〇 ・ 五

下 の 金 額

四 億 円 を 超 え る 金 額 百 分 の 〇 ・ 三 五

（ 文 書 等 の 様 式 ） （ 文 書 等 の 様 式 ）

第 二 十 四 条 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 文 書 等 の 様 式 第 二 十 四 条 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 文 書 等 の 様 式

は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る と こ ろ に よ る 。 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る と こ ろ に よ る 。

文 書 等 の 種 類 様 式 文 書 等 の 種 類 様 式

一 ～ 八 十 九 の 三 略 一 ～ 八 十 九 の 三 略

八 十 九 の 四 削 除 八 十 九 の 四 栃 木 県 納 税 別 記 様 式 第 八 十 九 号

証 紙 印 （ 条 例 第 百 二 条 の 四

の 九 及 び 条 例 第 百 十 条

第 三 項 の 規 定 に よ る 納

税 証 紙 印 ）

八 十 九 の 五 略 八 十 九 の 五 略

八 十 九 の 六 及 び 八 十 九 の 八 十 九 の 六 栃 木 県 証 紙 別 記 様 式 第 八 十 九 号

七 削 除 代 金 収 納 計 器 始 動 票 札 の 六

（ 第 十 五 条 第 一 項 の 規

定 に よ る 票 札 ）

八 十 九 の 七 誤 表 示 印 別 記 様 式 第 八 十 九 号

の 七

八 十 九 の 八 ～ 百 四 十 略 八 十 九 の 八 ～ 百 四 十 略

別 記 様 式 第 三 十 三 号 中
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「

２法人県民税・法人事業税・地方法人特別税

事業年度

平成年月から平成年月まで【 通】

平成年月から平成年月まで【 通】

平成年月から平成年月まで【 通】

平成年月から平成年月まで【 通】

を

３個人事業税

所得年

平成年分【 通】

平成年分【 通】

平成年分【 通】

平成年分【 通】

」

「

２法人県民税・法人事業税・地方法人特別税

事業年度

年月から 年月まで【 通】

年月から 年月まで【 通】

年月から 年月まで【 通】

年月から 年月まで【 通】

に 改 め る 。

３個人事業税

所得年

年分【 通】

年分【 通】

年分【 通】

年分【 通】

」

別 記 様 式 第 五 十 号 を 次 の よ う に 改 め る 。



（4） 栃 木 県 公 報 号外第20号平成31（2019）年３月29日　金曜日

利

子

割

額

別記様式第50号（第24条関係）

法人県民税・法人事業税・地方法人特別税の更正、再更正、決定及び加算金の決定通知並びに納付通知書

第     号
年  月  日

納税者
  住所
  名称 様

栃木県   県税事務所長        印
法人県民税、法人事業税及び地方法人特別税について、次のとおり     したので、地方税法第55条第４項、第72条の

42、第72条の46第６項、第72条の47第５項の規定により通知します。
よって、この通知により納付すべき額を下記の納期限までに納付書によって納付してください。

摘         要 課 税 標 準 額 税率 税      額 県 税 課 税 番 号

（
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税
）

所

得

割

所 得 金 額 総 額
事業（連結事業）年度

（
県
民
税
）

年  万円以下の金額

年  万円超  万円以下 摘           要 税      額

年  万円を超える金額 法

人

税

割

額

課税標準となる法人税額又
は 個 別 帰 属 法 人 税 額

軽減税率不適用法人の金額 本県分の課税標準となる法人税額
又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額

（ア）

付
加
価
値
割

付 加 価 値 額 総 額 法人税割額（（ア）× %）

付 加 価 値 額 県 民 税 の 特 定 寄 附 金
税 額 控 除 額

資
本
割

資 本 金 等 の 額 総 額 控 除 対 象 所 得 税 額 等
相 当 額 等 の 控 除 額

資 本 金 等 の 額 外 国 の 法 人 税 等
の 額 の 控 除 額

収
入
割

収 入 金 額 総 額 仮装経理に基づく控除額

収 入 金 額 利 子 割 額 控 除 額

合  計   事   業   税 額 差 引 法 人 税 割 額

平 成 2 7 年 改 正 法 附 則 第 ８ 条 又 は
平 成 2 8 年 改 正 法 附 則 第 ５ 条 の 控 除 額

既 に 納 付 の 確 定 し た
当 期 分 の 法 人 税 割 額

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額 租税条約の実施に係る
法 人 税 割 額 の 控 除 額

仮 装 経 理 に 基 づ く 事 業 税 額 の 控 除 額 既還付請求利子割額が過
大である場合の納付額

既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 事 業 税 額 納 付 法 人 税 割 額 ①

租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 事 業 税 額 の 控 除 額 均

等

割

額

算定期間中において事務
所等を有していた月数

（イ） 月

納 付 事 業 税 額 円×（イ）／12

摘         要 課 税 標 準 額 税率 税      額 既 に 納 付 の 確 定 し た
当 期 分 の 均 等 割 額

地方法人
特 別 税

所得割に係る額 納 付 均 等 割 額 ②

収入割に係る額 納 付 県 民 税 額 （ ① ＋ ② ）

合 計 地 方 法 人 特 別 税 額 利 子 割 額

仮装経理に基づく地方法人特別税額の控除額 控 除 し た 額

既に納付の確定した当期分の地方法人特別税額 控除しきれなかった額

租税条約の実施に係る地方法人特別税額の控除額 既に還付を請求した利子
割額

納 付 地 方 法 人 特 別 税 額 既還付請求利子割額が過
大である場合の納付額

加

算

金

摘           要
加算金の基礎とな
る税額

割合 加 算 金 額
こ の 通 知 書 に よ り
還 付 す る 利 子 割 額

過 少 申 告 加 算 金
不 申 告 加 算 金

申 告 書 提 出 期 限

申 告 書 提 出 日

（計） 法 人 税 処 理 日

重 加 算 金 修 正 申 告 年 月 日

分
割
基
準

事 業 税
県 民 税

納 期 限

区 分 納 付 場 所

本県分

総 数

更
正
等
の
理
由

                                                    
                                                     
                                                    

この欄には、「この処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期間等」を

記載すること。
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別 記 様 式 第 八 十 九 号 の 二 を 次 の よ う に 改 め る 。
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自

動
車

取
得

税
修

正
申

告
書

該
当

す
る

標
板

文
字

に
○

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。

申
告

書
持

参
人

住
所

氏
名

(
電

話
　

　
　

　
　

　
　

)

納
税

額
計

取
得

年
月

日

(
登

録
年

月
日

)

年
　

　
月

　
　

日

栃
木

県
自

動
車

税
事

務
所

長
　

様

納
税

義
務

者

所 有 者 使 用 者
氏

名
(
名

称
)

1
所

有
者

2
使

用
者

ア
パ

ー
ト

同
居

先
フ

リ
ガ

ナ
㊞

(
電

話
　

　
　

　
　

　
　

)

㊞
(
電

話
　

　
　

　
　

　
　

)

1
0
0

円

円

k
g

k
w l

車
台

番
号

燃
料

の
種

類
検

査
証

有
効

期
限

円
円

納
付

税
額

(
A

×
）

千

千

氏
名

(
名

称
)

旧 所 有 者 旧 使 用 者

住
所

住
所

ア
パ

ー
ト

同
居

先
等

㊞
(
電

話
　

　
　

　
　

　
　

)

住
所

ア
パ

ー
ト

同
居

先
等 等

フ
リ

ガ
ナ

構
造

年
　

　
月

氏
名

(
名

称
)

住
所

1
　

ガ
ソ

リ
ン

　
2
　

軽
油

3
　

L
.
P
.
G
　

　
 
4
　

そ
の

他
年

　
　

月
　

　
日

定
置

場
(
使

用
の

本
拠

)

 
※

車
両

(
総

)
重

量
 
※

　
　

　
　

　
　

　
　

　
k
g

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
効

率
 
※

　
　

　
　

　
　

k
m
／

l

車
体

の
形

状
 
低

燃
費

自
動

車
に

係
る

自
動

車
取

得
税

の
特

例
措

置
の

適
用

を
受

け
た

い
の

で
申

告
し

ま
す

。

類
別

区
分

番
号

車
名

初
度

登
録

型
式

種
別

乗
車

定
員

最
大

積
載

量
総

排
気

量
又

は
定

格
出

力
仕

様
1
小

型
2
普

通
人

変
速

装
置

の
方

式
 
※

税
率

税
額

区
分

修
正

申
告

額

申
告

事
由

用 途

1
　

乗
用

車
　

2
　

ト
ラ

ッ
ク

(
貨

物
)
　

3
　

ト
ラ

ッ
ク

(
貨

客
兼

用
車

)
　

4
　

ト
ラ

ッ
ク

(
け

ん
引

車
)

5
　

ト
ラ

ッ
ク

(
被

け
ん

引
車

)
　

6
　

バ
ス

(
一

般
乗

合
用

)
　

7
　

バ
ス

(
そ

の
他

(
　

　
　

)
)
　

8
　

三
輪

小
型

9
　

特
殊

用
途

自
動

車
(
　

　
　

　
　

)
　

1
0
　

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

)

 
1
　

売
買

　
2
　

贈
与

　
3
　

相
続

 
4
　

そ
の

他
(
　

　
)

取
得

原
因

 
1
　

新
規

登
録

(
新

車
)
　

2
　

新
規

登
録

(
中

古
車

)
 
3
　

移
転

登
録

　
4
　

そ
の

他
(
　

　
)

所
有

者
と

使
用

者
の

関
係

1
　

リ
ー

ス
　

　
　

2
　

割
賦

販
売

3
　

そ
の

他
(
　

　
　

　
　

　
 
 
 
　

　
)

1
0
0

氏
名

(
名

称
)

ア
パ

ー
ト

同
居

先
等

フ
リ

ガ
ナ

千

付 加 物 の 明 細

千

カ
ナ

　
栃

　
　

　
　

栃
　

木
宇

都
宮

と
ち

ぎ
　

　
　

那
　

須

取
得

価
額

(
付

加
物

)

課
税

標
準

額
A

新

1
　

エ
ア

コ
ン

2
　

ス
テ

レ
オ

3 4 5

円

別
記

様
式

第
8
9
号

の
２

（
第

2
4
条

関
係

）

納
税
済
印
押
印
欄

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

税 率 コ ー ド

取
得

価
額

(
車

両
本

体
)

当
初

申
告

額
(
既

に
納

付
の

確
定

し
た

税
額

)

差
引

不
足

額

課
税

標
準

額
自 動 車 取 得 税 の 課 税 標 準 額 及 び 税 額

フ
リ

ガ
ナ

㊞
(
電

話
　

　
　

　
　

　
　

)

号

千

登 録 番 号
旧

1
0
0
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印 刷 所　　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷 〒321-0904 宇都宮市陽東５丁目９番21号　（消費税、地方消費税及び送料を含む。）

-
5

-

別 記 様 式 第 八 十 九 号 の 四 を 次 の よ う に 改 め る 。

別記様式第89号の４削除
別 記 様 式 第 八 十 九 号 の 六 及 び 別 記 様 式 第 八 十 九 号 の 七 を 次 の よ う に 改 め る 。

別記様式第89号の６及び別記様式第89号の７削除

附 則

１ こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

２ こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に 存 す る 改 正 前 の 栃 木 県 県 税 条 例 施 行 規 則 の 規 定 に よ り 調 製 し た 諸 用 紙 は 、 当 分 の

間 、 所 要 の 補 正 を し て 使 用 す る こ と が で き る 。

（ 税 務 課 ）○児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の廃止

栃 木 県 規 則 第 二 十 七 号

児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 施 行 規 則 を 廃 止 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 施 行 規 則 を 廃 止 す る 規 則

児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 五 年 栃 木 県 規 則 第 三 十 号 ） は 、

廃 止 す る 。
附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ こ ど も 政 策 課 ）


